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ビジネスデザイン研究科
との連携の可能性と課題

○山中　どうも初めまして、山中と申します。私はビジネスデザイン研究科とい
う大学院に所属しております。留学生に対する日本語教育というのは、今まさに
喫緊の課題として研究科が直面している問題で、その問題をどういうふうに解決
していくかということを考えた結果、日本語教育センターの丸山先生や池田先生、
あと授業を担当していただいた山辺先生などにご協力いただいて、留学生に対す
る教育プログラムを導入するということになりました。私の報告では、私どもの
研究科が今直面している課題、それにどう対応しているかというところにお話を
限定して申し上げることになるかと思いますので、あまり視野の大きくないとい
うか、極めて視野の狭いご報告になろうかと思いますけれども、留学生向けの教
育プログラムを運営していくなかで、留学生に向けて、どういう教育をどのよう
に展開していったらいいかということについての問題意識も改めてわき起こって
きたということをお話しできればなと思います。【スライド④‒1】
　どういう問題に直面しているかということをお話しする上で、私どもの研究科
の特徴というものをご理解いただいたほうがいいのかなと思いますので、ちょっ
とご説明したいと思います。私どもの大学院はビジネスデザイン研究科という名
称を掲げております。一般的には、経営学部の上に経営学研究科がある、経済学
部の上に経済学研究科があるという、学部に基礎をおいて、その上のより発展的
な教育を提供するというようなものとして大学院というのがあるわけなんですけ
れども、私どもの大学院は、学部を持たない、大学院だけが独立して存在してい
るということで、独立研究科と称しています。ビジネスデザイン研究科と 21世
紀社会デザイン研究科と、あと設立されたときは異文化コミュニケーション研究
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科という 3研究科、3つの独立研究科で開始しまして、今、21世紀社会デザイ
ン研究科とビジネスデザイン研究科というふうになっておりますけれども、社会
人向けの、学位としてはMBAですね、経営管理学修士を授与する研究科として
開設されました。ことし開設 15周年を迎えて、1,000 人弱の校友を輩出してき
ているという研究科です。
　本研究科の入学定員は 90名に上ります。この 90名という定員をどう考える
かということはあるんですけれども、ほかの社会人向けの大学院に比べても決し
て小さくないというか、むしろ大きいほうだと思います。ですからこの定員をど
う維持していくかということが極めて大きな課題にもなっていますが、社会人に
とって、ほかの社会人とともに学ぶ環境は重要ですし、大学院でどのようなネッ
トワークが形成できるのかということも大きな魅力ですので、現状の 90名とい
う定員を維持しながら運営していきたいということを考えています。【スライド
④‒2】
　さて、2015 年の入学者データですが、ここからも私たちの研究科の特徴とい
うものが見えてまいりますので、ちょっと見ていただければなと思います。性別
は男性65％、女性が 35％と、ほかの大学院、ほかのMBAに比べると女性がち
ょっと多いという感じですね。年齢層は 30 代、40 代が中心を占めていますけ
れども、20 代も増えてきています。この 20 代というのは留学生でして、留学
生が増えつつあるということです。
　職種を見ていくと、中小企業の経営者などが結構入学しているということが伺
えます。経営企画とか営業関係が多いというのもよくある特徴というか、よくあ
るパターンなんですが、私たちのビジネスデザインの特徴としては、医療とか看
護という領域から来ていたり、あとは学校とか教育関係から来ていたりするとい
うところかなと思います。開設したときに、ホスピタリティデザイン専攻という
専攻がありましたが、これは観光とか医療、福祉、介護、そういった領域の方々
をターゲットというか、研究科が対象とする社会人に置いていたということもあ
って、現在でも医療とか看護、そういった領域からの方が結構いらしています。
　業種を見ても結構多様なところから来ているかなと思います。民間事業会社だ
けではなくて、ホテルとか宿泊関係、医療、福祉ですね。そういったところから
も来ています。多様なというか、さまざまな業種のさまざまな職種の方がお見え
になっているといえます。【スライド④‒3】
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　これが研究科の特徴ともかかわってきますけれども、MBAというと経営管理
学修士を学位として出す大学院でして、MBAコースというと、現在ではいわゆ
る専門職大学院というものがあります。専門職大学院というのは文科省の定める
専門職大学院制度のもとに開設される大学院ですが、ビジネスデザイン研究科が
開設された当時は、まだ専門職大学院制度というものがなかったので、私たちの
大学院は従来型の大学院として開設されました。専門職大学院との違いというの
は、たとえば研究指導が必修であるとか、単位の数が違うというところはありま
すけれども、教育の理念として専門職大学院は明確に高度専門職業人を育成する
ところだと考えられています。ですから経営管理学修士を出す場合にも、高度専
門職業人としての経営管理学修士を輩出するということになっています。
　しかしながら、私たちの大学院はMBAですが、専門職大学院ではないわけで
す。この点は経営管理学修士、あるいはMBAコースの学修を社会人教育のなか
でどう位置づけるかということともかかわってくるように思います。ビジネスデ
ザイン研究科には、結果的にでもありますが、極めてさまざまな領域の方が来ら
れています。いわゆる民間事業会社の、これから管理職になろう、これから経営
者になろうと思っている方もおられますが、こうした方ばかりが来ているわけで
はなくて、自分たちの職場の中で、自分たちが直面している問題を解決する上で、
マネジメントが必要なんじゃないか、あるいは自分たちが必要としている知識は
マネジメントというものなんじゃないかなということに気づいた方々がきわめて
多様な領域から学びに来られています。その中で、新しいビジネスというものを
構想していこうということを学びの目的にしておりますから、専門職大学院のよ
うに、最初からビジネスとか経済、経営についての知識がある人を、入学試験に
よって選別して、その方々により高度な知識を提供するということだけを目的と
した大学院にしていないということなんですね。ですから結果的に、経済とか経
営を専門としていない人が学びに来ていますし、これはあとの留学生の問題とも
かかわってきますが、日本語を大学で勉強してきましたとか、日本文学を勉強し
てきましたとか、歴史を勉強してきましたという留学生が受験できるような大学
院になっているということでもあります。
　もう 1つの、下線を引いたのは、研究科が直面している問題にかかわる特徴
だというところなんですけれども、ビジネスデザイン研究科ではチーム学習を重
視しています。デイヴィス先生のスライドの中にもありましたけれども、グルー



64　第 1部　講演

プワークですとか、チームで何か物事を意思決定したり、プレゼンテーションし
ていったりという授業が多いですね。「ビジネスシミュレーション」という科目
を必修として置いているわけですが、これはチームでバーチャル企業の経営陣と
なって、ビジネスゲームを 7週間繰り返して、その後ビジネスプランを 7週間
かけて策定するという授業ですけれども、これは留学生も含めて、日本人の社会
人が、一緒にトップマネジメントチームを構成し、それぞれの役職を担って意思
決定していくということですので、極めてコミュニケーションが重要になってく
る授業になります。特に、ある 1つの企業としての意思決定をしていかないと
いけないので、バックグラウンドの違いであるとか、知識や経験の違いであると
か、あるいは、それこそ意思決定のコンテクストをちゃんと相互に理解できるか
どうかということが極めて重要となってくるということです。
　ただ、これも私たちの大学院の 1つの魅力でもあると考えています。つまり
チーム学習の中に難しさを感じるということ自体が重要な学びの経験になるだろ
うと考えているわけですが、これは研究科の先ほどのコンセプトから発する点で
あり、研究科がどういうコンセプトを持っているか、どのような教育を目標にし
ているかということと関わっております。【スライド④‒4】
　重要だと考えられる点について線を引いて、ここをちょっと強調しております
けれども、社会にはいろいろな人たちがいるということを前提にして、その人た
ちの能力をどうやって活用し、どのように束ねていったらいいかということを学
びましょうと考えているわけです。ですから知識だとか、経験だとか、そういっ
たものに違いがあるということを前提として受容れて、こんなことも知らないの
かとか、なぜ自分の言っていることがわからないんだとか、同じようなレベルじ
ゃないと話ができないとかということは言わないで、そもそもそうした違いから
学んでいきましょう、と思うわけです。例えば自分の知っていることを知らない
人がいればその人に教えることから大きな学びが得られるでしょうし、その「知
らない」ということから、ああ、こうしたことをこの業界の人は知らないんだな、
あるいは中国だとか、あるいはほかの国では、こういったことは一般的じゃない
んだなということを知ることも実は日本の社会人にとっての学びになると考えて
も良いと思います。さまざまな人々がいて、互いの知識や理解もさまざまである、
その上で、そうした人々の能力を生かすための効果的なチームワークであるとか、
そうした人々をいかに束ね組織をどうマネジメントしていったらいいかというこ



ビジネスデザイン研究科との連携の可能性と課題  　65

とを学んでいってほしいということを考えています。そうした能力をそなえた人
材がこれから必要となる人材であり、新たなビジネスを創造できる、素晴らしい
ビジネスをデザインできる人材なんじゃないかと考えているわけです。ですから、
下のほうに書いてありますけれども、いろいろな人材との交流だとかチームワー
クからクリエイティビティであるとか、何か物事を創造していくというような構
想力も出てくるんじゃないかと考えているということです。【スライド④‒5】
　研究科がどんなカリキュラムを持っているのかということもちょっとお話しし
ておきたいと思いますが、デイヴィス先生のスライドにもモジュールという言葉
がありましたけれども、私たちの研究科のカリキュラムもモジュールを 1つの
学修の単位として考えています。このモジュールの中に複数の科目がパッケージ
としてまとまっているというものです。ただ、そのモジュールごとに履修すると
いうのではなくて、1つの学習を導くためのガイドラインとして考えてください
と申し上げています。マーケティングだとか、あるいはブランドマネジメントだ
とかというモジュールを見ていくと、そのモジュールの中には、それに関連する
科目が取りそろえてありますよ、と。
　1つ 1つの科目を個別に履修していくということだと、「私は何を履修したら
いいんでしょうか」というように、院生がしばしば迷ってしまうということがあ
るので、たとえば自分が直面している課題は何だろうかと自分で考えていただい
て、その課題に関連するようなモジュールを選択してみれば、その中の科目とい
うのは自分にとっての課題解決に必要な科目がまとめられているという科目群と
してモジュールというのを形成しています。経営学の基礎的な理論であるとか、
専門的な科目もこうしたモジュールとして編成されていまして、論文指導を行い
ますので、修了研究というふうに呼んでいますけれども、修了研究のモジュール
が編成されています。図はこうしたカリキュラムの構成を示しています。
　ですから、留学生の皆さんに提供する科目も、こういったモジュールとして科
目群を設定していくというようなやり方をしました。研究科では修了要件として
修士論文を書かないといけません。修士論文は今、ビジネスリサーチという、い
わゆる文章で書くリサーチペーパーと、ビジネスデザインという、研究科の名称
をそのまま冠していますけれども、ビジネスプランですね、事業計画書を書くと
いう二種類があります。いずれも修士論文という名称で提出するわけですが、英
語か日本語で書いてよいとしています。英語で書く方も若干おりますけれども、
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ほとんどは日本語で書くので、留学生にとっても、日本語で修士論文を書かなき
ゃいけないということですね。これが 1つの課題にもなってくるということに
なります。【スライド④‒6】
　先ほど申し上げたように、「ビジネスシミュレーション」、必修科目ですから、
この授業を必ず履修して単位を修得しなければなりません。つまり日本の社会人
と適切にチームワークできないといけないということですね。また、修士論文を
書かないといけませんので、日本語で論文を書いて提出して、合格しないといけ
ないということになります。研究科が留学生を受け入れて教育していく上で、こ
うした点が問題になってくるんだということですね。【スライド④‒7】
　今回のシンポジウムのタイトルは大学の国際化ということなんですが、ビジネ
スデザインは冒頭申し上げたとおり、社会人向けのMBAということで開設され
て、主たるターゲットとしていたのは日本で働く日本の社会人であり、その方々
に、学び直しというか、再教育の機会を提供していくということでしたので、ど
ちらかというと、視点として置いているのは国内の視点であったと思います。で
すから最初からグローバルな展開を目指していたわけでもないんですけれども、
結果的に留学生が増えていくことによって、内部から国際化していっているとい
うか、日本人に向けた、日本人の教育のみを前提としていては対応できない点が
現れつつある、そういう問題を抱えてきているように思います。
　開設当初から、留学生の方は学んでおられましたけれども、やはり数としてそ
んなに多くなかったですし、多くなければ現場の教員が対処したり、あるいは特
にその留学生の日本語の問題についても、問題として意識しなくても、何となく
解消されていたということがあったと思います。日本人の社会人が、「いや、こ
れはこうするんだよ」とか、「これはこうやったらいいんだよ」とか、教えてい
くということもあったと思いますので、そういう中で対処できていたと思うので
すが、近年、急激に留学生が増えてきているなかで、こうした対応が難しくなっ
てきています。2014 年、15 年、16 年と書いてありますが、これは入学者で、
手続した方の数です。定員が 90 ということを考えると、2014 年から 15 年に
かけて 10人以上増えて、2016年でまた 10人弱増えているということですね。
2014年と比べると2016年は倍以上になっているわけです。ですからこれをど
う考えていったらいいか、こういうふうに 90 名の定員の中で 35 名というと、
3分の 1を超えますので、これで例えば日本の社会人とグループワークをする



ビジネスデザイン研究科との連携の可能性と課題  　67

とか、ディスカッションをするとかいったときに、社会人が好意で教えるという
対処の仕方はできなくなっていきます。
　留学生、冒頭の学生の特徴というところでごらんいただきましたけれども、留
学生の特徴として、日本人の社会人と比べて若い人たちが多いといえます。20
代が多い。結果、職業経験がそれほど多くない。日本人の社会人が経験している
職業経験と比べると、やはり深さであるとか、範囲であるとかといったものに大
きく差があるといえます。ですから日本人の社会人からすると、ちょっとバック
グラウンドが違い過ぎて、あるいは経験が違い過ぎて、議論がなかなか進まない
ということになります。議論の中で、そもそも何が問題なのかということを共有
できなかったり、そういうことが起きてきます。
　もう 1つの問題として、今回のシンポジウムともかかわってきますけれども、
日本語能力の問題ですね。ビジネスデザインは特に入試、入学の時点で、日本語
能力試験 1級、N1については、もしあればいいですよという言い方はしていま
すが、それを要件とはしていません。入試のときには、留学生入試でもこれまで
は課題エッセイというものを書いていただくようになっていました。これは課題
として出題されているものに自分でエッセイを書くというものです。出願時にそ
れを提出して、入試の際に面接をして、合否を決めるという方法をしてきました。
当然面接の中で、ディスカッションできるかどうかとか、授業についていけるか
どうかということは判断していくわけですけれども、極めて個人差が大きいとい
うことが言えます。日本語を大学で勉強してきましたという方は、日本語能力は
それなりにあっても、一方専門知識の点でなかなか難しさが残って、専門的な領
域について、日本人の社会人とディスカッションしていく上で、難しさを感じて
いたりします。あるいはグループワークをしていく中で、その知識の差というの
が問題になってくることもあります。ですから研究科としてチーム学習というも
のが学習上の重要な手法ですよと、チーム学習から学んでいきましょうと申し上
げているわけですが、そのチーム学習そのものが難しくなってくるということに
なります。
　そうなりますと、やはりそういったコミュニケーションであるとか、日本語能
力の問題から来る困難をどう解消していくかということが課題になってまいりま
す。修士論文の指導、これは日本人の社会人でも日本語能力が高いかというと、
必ずしもそうでなかったりしますので、日本人の社会人にとっても、日本語の文
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章指導は必要なんじゃないかなと感じていますけれども、やはり留学生は、日本
人の社会人よりも、日本語で論文を書くということについては、より難しさを感
じているということがいえます。数が少なければ、教員が日本語を直してあげる
とか、赤を入れて、これはこう書くんだよというのを教えるということができま
すが、多くなってくると、やはりそれは難しいですね。
　そういう中から明確な課題として近年認識されつつあるというのが、こういっ
た日本語の問題、日本語能力、コミュニケーション上の問題だけではなくて、社
会人とバックグラウンドやコンテクストを共有して、問題を互いに認識してディ
スカッションしていくということをどう進めていったらいいかということです。
ここから日本の企業経営であるとか、商習慣についての入門的な知識、一般的な
知識、社会制度についての知識といったものを補っていくとともに、日本人の社
会人と困難なくディスカッションして、ともにグループワークの中で作業できる
ような日本語能力を習得できるような教育プログラムが必要なんじゃないか、そ
ういうことを考えるに至ったという次第です。【スライド④‒9】
　そこで、留学生向けの科目を設定していこうと考えたわけですが、そこでどう
いうふうにしたらいいのか考えたときに、立教大学に日本語教育センターがある
んだなということに気づいたということです。研究科でこういうふうな問題を抱
えているんですけれども、どういうふうに対処したらいいでしょうかということ
を丸山先生に率直にご相談したときに、実は全学共通科目で「日本の文化・社会
C」という科目を展開していると教えていただきました。大学院向けに対しても、
MIB で日本語プログラムを展開しますよということを教えていただいて、これ
はすばらしい、こういった支援を活用すれば、私たちが直面している課題も即座
に解消できるんじゃないかと期待したわけです。
　立教大学に社会情報教育センターいうものがありますけれども、社会情報教育
センターが各学部や大学院に対して統計や調査の科目を提供していますね。です
から、それと同じ形式がとれないかと。つまり、社会情報教育センターの講師の
方が大学院生に対して、その大学院の科目として科目を担当するというような形
態がとれるんじゃないかなと勝手に考えたわけですね。内容については、「日本
の文化・社会 C」の授業運営の仕方を参考にすれば、基本的な知識を補うとと
もに、その知識を学習する中で日本語能力を実戦的なスキルとして身につけてい
けるような科目ができるんじゃないかと考えました。科目の目的としては、日本
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の企業経営であるとか、商習慣、法制度や政治システムについての入門的な知識
を習得するとともに、その習得の中で専門的なディスカッションやプレゼンテー
ションのための語彙や日本語スキルを学んでいくというものとしました。論文を
書いたり、専門的なレポートを書く上で必要となる文章能力を身につけましょう
という科目としてつくっていったわけです。
　MIB の日本語教育プログラムは、随意科目になっていると思うんですね。受
講生の方々の問題意識とかやる気とかいうもので、随意科目であってもみんな履
修していくんだろうと思うんですけれども、やはり学ぶ中で、随意科目というも
のだと、修了要件単位にならないということが 1つ課題になるんじゃなかろう
かと考えたわけですね。修了要件単位に算入される科目とすることで、より積極
的な履修が進められるだろうということを考えて、研究科では留学生に対する教
育プログラムだけれども、正課の科目として設置しました。運営にあたっては、
日本語教育センターの先生方にご協力いただいて、日本語教育センターの先生方
に基本的な教育プログラム、日本語教育の日本語の学習のための教育プログラム
を考えていただいて、その中で研究科の専任教員がゲストスピーカーを選定した
り、教材を選定したり、あるいは、授業の中で専門的な観点から補完的なコメン
トをしたり指導したりするというような連携を通じて運営していくというような
科目を考えました。
　科目表の中に、「留学生のための基礎科目」という、これはモジュールの名称
になりますけれども、そうしたモジュールを設置し、その中で「日本の企業経営」、
「日本の産業と経済」とか、「日本の政治と行政」といった科目を 5つつくりま
した。科目設置にあたって、21世紀社会デザイン研究科も同じような問題を抱
えているということで、21 世紀社会デザイン研究科としては、政治とか行政、
あるいは法律とか規制についての知識も補っていく必要があるんだということで
したから、それはビジネスデザインの院生にとっても同じようなことが言えるだ
ろうということで、この 5つを日本教育センターと連携しながら展開する科目
として設置したわけです。「日本の社会・文化 C」という科目をモデルとして、
そのまま形式を踏襲して、専門家が3回ゲストスピーカーとしてゲスト講義をし、
その講義の事前学習と事後学習というもので日本語能力や専門的な語彙を学んで
いくという形式で運営することとしました。事前学習、ゲスト講義、事後学習と
いう 1つのサイクルとして運営していくというやり方をそのまま踏襲して、こ
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ういう構成にしました。
　ゲスト講義の前には、事前学習として、そのゲスト講義で取り扱われるトピッ
クであるとか、語彙であるとかいうことについて自分たちで調べてきたり、調べ
てきたことを共有したり、プレゼンテーションしたりといったことに取り組みま
す。ここで専門的な語彙だとか、それについての文献を学んでいくことになりま
す。講義の後には、もう一度そのゲスト講義で取り扱われたテーマとか、あるい
はトピックについて復習して、それに関連するテーマを設定していただいてディ
スカッションしたり、あるいはプレゼンテーションをしたりといったことを行い
ます。そのうえでレポートを作成して、そのレポートを専門家に、ゲストスピー
カーに見てもらうというようなことをいたしました。
　どういう役割分担をしたかということですが、専任教員がゲストスピーカーを
選定したり、どういったトピックを取り上げるかということを考えるという役割
を務めました。日本語教育センターの先生方にはそれ以外すべてやっていただい
たということになるわけですけれども、一連の日本語を効果的に学習していくた
めのプログラム運営とか、教材の開発といったこともすべてやっていただきまし
た。専門知識習得の観点から研究科教員が適宜指導を行うというようなことが書
いてありますけれども、実際は一緒に授業を受けて、面白いなと思って聞いてい
ただけです。新しい学びが専任教員にもあったということだと考えていただくと
よいと思います。【スライド④‒10】
　お配りした資料、ちょっと小さくて見にくいかなと思うんですが、立教大学の
オンラインのシラバスを見るサイトから、このシラバスもご覧いただくことがで
きます。「日本の産業と経済」と、「日本の法制度と規制」という授業のシラバス
ですね。先ほどお話ししたようなゲスト講義と事前学習、事後学習のサイクルと
いうか、1つのプログラム構成のルーティンがどうなっているかというのをご覧
いただくことができるんじゃないかなと思います。セッション 1、2、3とあり
ますけれども、このトピックを専任教員が考えているということです。そのトピ
ックに関連してゲストスピーカーを選定して、ゲストスピーカーのスライドであ
るとか講義内容を事前にいただければいただいて、それを日本語教育センターの
先生方と共有して、それに応じてトピックだとか、調べてこなきゃいけない語彙
だとか、テーマなんかを考えて、それを教材として開発して、授業をしていただ
いたということになります。【スライド④‒11】
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　もう1つの「法制度と規制」というのはこれですね。池田先生と私とで担当し
ました。「産業と経済」のほうは山辺先生にお手伝いいただいてというか、すべ
てやっていただいて授業運営いただきました。私は「法制度と規制」を担当して
いたので、弁護士の方と社会保険労務士の方にゲストスピーカーで来ていただい
て、弁護士の方に日本の法制度、司法制度はこうなっているんだよという話をし
てもらって、ビジネス法というか、商法だとか会社法についてもお話ししてもら
って、雇用制度と労働に関しては、社会保険労務士の方に来ていただいて日本の
今の女性の、社会保険労務士の方は女性だったので、女性労働についてもちょっ
とお話ししていただきました。留学生の多く、ほとんどは中国の留学生でしたの
で、中国の司法制度との比較であるとか、中国の会社との比較であるとかいった
ことをしながら、こういう授業をしていったということです。【スライド④‒12】
　この授業を行って、授業評価のアンケートをしていますので、それについて教
育プログラムの、こういった科目の効果を判断する 1つの材料になるかなとい
うことなんですけれども、いずれも満足度は極めて高いといえます。回答数は、
履修者が大体多くても 24、25 人というところなので、全員回答してもらえれ
ばいいんですけれども、なかなか回収できなくて、回答数は 5名とか 10名とか
いうことですから数は少ないわけですが、満足度は結構高いといってよいと思い
ます。新しい知識を得たという意味では、これは 1から 5で、5が最もそうだ
という回答ですので、数値が高いほど、そういった評価が高いということですけ
れども、専門知識であるとか、新しい考え方とか、そういったものを得たという
評価はおおむね高かったというふうに考えていいと思います。満足度も高いとい
うのは、やっぱり授業を受けて楽しさも感じたでしょうし、勉強になったなとい
う感触があったんだと思いますね。一方で、カリキュラムに必要だという質問に
ついては、思ったより高くなかったということですね。留学生、それぞれ日本語
学校に通っていたり、日本語を大学で学んでいたりということがあるからかもし
れませんけれども、結構、自信を持っているということかもしれません。
　履修者が増えないのも、実は自分は日本語はそれなりできるんだと思っている
という自信があるのかもしれないなと思います。ですから、どうやって履修を促
していくかというのは、あらためて課題であると感じています。【スライド④‒
13】
　こういった科目を運営してきて、現在どういった課題に直面しているかという
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ことですが、日本語教育センターの先生と専任教員が共同して開講するという運
営形態が、当然ですけれども、丁寧な指導ができる反面、教員の科目負担は増加
するということですね。当初は、社会情報教育センターみたいに、日本語教育セ
ンターの先生にすべてお願いしてしまって、専任教員はゲストスピーカーを選定
して終わりというやり方ができるだろうかと考えていたんですけれども、私たち
の大学院の正課科目として位置づけていくというときに、日本語教育センターの
先生がすべてを担当して成績評価もするという科目をMBAの専門課程の科目と
してどう位置づけるかという問題に直面することになりました。ですから、専門
教育の 1つの科目として修了要件単位に算入するということは、その専門教育
としての教育内容を多分に含む必要があるといえます。ですから、研究科の専任
教員が共同担当ということで、そこにくっついて成績評価も行うということをし
ていたわけです。それが、結果的に負担が重くなるということで、まさに持続可
能性という問題に直面することになりました。安易に履修者を増やしたいという
ことから、正課科目に入れればいいだろうという短絡的な発想が招いた問題だっ
たんだなと思うんですが、科目設計のときにもう少し、どういうふうにしていっ
たらいいかということを慎重に考えるべきだったのかなという感じがしています。
　それと、今申し上げた点とまさにかかわる点ですが、MBAの専門課程の科目
として、あえて正課に入れていくということあきらめないで考えていくというこ
とを考えた場合に、どう位置づけていったらいいか。留学生のための日本語教育
と考えると、MBAの専門課程の科目としてどう置いたらいいかというのは結構、
難しい課題なのかなと感じていますが、もしかしたらそうじゃないかもしれない
ですね。先生方からお知恵を拝借できれば、もっといいやり方があるかもしれま
せん。振り返って、あらためて研究科のカリキュラム全体を見ると、留学生がそ
んなに多くなかったころから、「日本語コミュニケーション」とか、「ランゲージ
アーツ」とかいう科目は実は置かれていて、それは日本の社会人にとって日本語
をどう使うか、論理的に交渉したりとか、論理的に文書をつくったりとかいうの
が重要なんですよということ実は考えていたということなんですね。
　ですから、MBAの専門課程、たとえば高度専門職業人をつくるんだというふ
うに考えて専門課程の科目を考えていくと、そういう日本語教育の科目を置くと
いうのは違うのではないかという指摘もあるかもしれないのですけれども、一方
でこういう日本の社会人にとって本当に日本語が論理的に使えているのかどうか。
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文章を書かせると社会人の方の修士論文でも結構、文章としては破綻していたり
しますので、思ったよりできないんだなと感じたりもします。これは私自身にと
っても同じようなことが言えると思うんですけれども、社会人の人たちにとって
もやっぱり文章をどう論理的に組み立てていくかというのは難しい問題だという
ことだと思います。文章を組み立てることは思考を組み立てるということでもあ
るので、論理的な思考をもし重視していくのであれば、論理的な文章を書けると
いうことが前提になってきますし、それはやっぱりあらためて言語教育をしなき
ゃいけないのかもしれないなというふうに考えると、そのあたりに専門課程の科
目として位置づけていく方法の 1つの手がかりといったものもあるのかなと考
えています。
　ですから、こうした留学生のための科目や日本語教育という問題は、専門教育
課程と言語教育課程と位置づける必要もないのかもしれませんが、これらをどう
連携させていくかというのを考えるいいきっかけになってきています。できれば、
正規課程の科目として組み込んでいきたいと考えています。随意科目でもいいん
ですけれども、正規課程の科目に置いていくことの意味もあるのではないかなと、
やはり私個人は考えています。研究科のほかの教員の考えもありますので、研究
科の考えとは言えないかもしれませんが。
　言語をどう考えるかということにもかかわってきますけれども、言語を 1つ
のツールというか、そういったものとして考えていくと、言語教育があって言語
を使えるようになると、そのうえに専門教育がありますよという考えた方もでき
るわけです。ですが、抽象化された概念を理解するとか、あるいはビジネスの実
践の現場でどうその言葉が使われて、どういうコンテクストでどういう意味を持
つのかということは、実は言語教育だけを専門課程から取りだして、それのみを
ツールとして学ぶということだけではなかなか身につかない部分があるので、そ
う考えると、言語教育とうまく連携させたプログラムは、日本のMBAで、日本
でビジネスを学ぶということの意義を考えると、そこのコアプログラムに位置づ
けることももしかしたらできるかもしれないと思います。どんな科目としてデザ
インすればいいかというのは、まったくアイデアはありませんが、そういう考え
方もできるかなと思います。目標とするところは、より高度な、専門的かつ実践
的な日本語能力を習得してもらうというところにあります。多くの留学生はやっ
ぱり日本で就職したいというふうに考えていますし、日本でビジネスをしたいと
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考えているわけですね。中国の留学生は結構、中国のネットワークがあるのです
ぐ会社をつくれたりはしてしまうんですよね。だから、結構、日本語能力に不安
を感じたりはしないのかもしれませんが、会社に就職するとかいうことだと、や
はり高いレベルの日本語能力が必要ですし、日本のビジネスのコンテクストを理
解したり、会社の意思決定のありよう、外部からはよくわからない組織のあり方
といったものを理解するような、そういった能力が求められていくので、そうい
った日本語能力の習得ということも関係してくるかなと思います。【スライド④‒
14】
　ちょっと時間を考えないで話していましたね。大丈夫ですか。私の話は以上で
す。
○丸山　山中先生、ありがとうございました。留学生が増えるという現実を目の
当たりにして、私たちが今取り組んでいるいろいろな中で直面している課題とい
うのを本当に率直に語っていただいたと思います。
　4つ、パネリストの方のご報告があってから休憩と思っていたんですけれども、
今、白熱したご報告で、今、既にこのシンポジウムを始めてから 2時間 30分弱
経過いたしましたので、いったんここで 10分ほど休憩を入れまして、3時半か
ら豊田先生のご発題をお願いしたいと思います。
　本日、同じフロアで学部生を対象とした英語統一テストが行われております。
リスニングテストも実施していますので、恐れ入りますが、休憩中もお静かにお
願いいたしたいと思います。いろいろお願いが重なりまして申しわけありません。
それでは、10分お休みください。

（中断）
○丸山　それでは、3人目のパネリストの豊田先生に、今度は観光学部の取り組
みとして、「言語と文化現地研修」プログラムにおける日本語教育について、お
話しいただきます。よろしくお願いいたします。
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【スライド④-2】

【スライド④-1】

RIKKYO UNIVERSITY Graduate School of 
Business Administration

RIKKYO UNIVERSITY Graduate School of 
Business Administration
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【スライド④-4】

【スライド④-3】

RIKKYO UNIVERSITY Graduate School of 
Business Administration

RIKKYO UNIVERSITY Graduate School of 
Business Administration
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【スライド④-5】
RIKKYO UNIVERSITY Graduate School of 

Business Administration

RIKKYO UNIVERSITY Graduate School of 
Business Administration
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【スライド④-8】

【スライド④-7】

RIKKYO UNIVERSITY Graduate School of 
Business Administration

RIKKYO UNIVERSITY Graduate School of 
Business Administration
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RIKKYO UNIVERSITY Graduate School of 

Business Administration

RIKKYO UNIVERSITY Graduate School of 
Business Administration
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【スライド④-12】

【スライド④-11】

RIKKYO UNIVERSITY Graduate School of 
Business Administration

RIKKYO UNIVERSITY Graduate School of 
Business Administration
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